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2010 年 3 月 30 日 

 

株式会社スカパーJSAT ホールディングス 

 

 

 

 

 株式会社データネットワークセンター 

の株式取得による完全子会社化について 
 

 

 株式会社スカパーJSAT ホールディングス（本社：東京都港区、代表取締役社長：秋山 政徳）

の 100％子会社であるスカパーJSAT 株式会社（本社：東京都港区、代表取締役 執行役員社長： 
秋山 政徳）は、本日添付のとおり「株式会社データネットワークセンターの株式取得による完全

子会社化について」を発表しましたので、お知らせいたします。 
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2010 年 3 月 30 日 

 

スカパーJSAT 株式会社 

 

株式会社データネットワークセンター 

の株式取得による完全子会社化について 
 

スカパーJSAT 株式会社（本社：東京都港区、代表取締役 執行役員社長 秋山 政徳、以下スカ

パーJSAT）は、この度、東日本電信電話株式会社（本社：東京都新宿区、代表取締役社長：江部 努、

以下 NTT 東日本）、株式会社エヌ・ティ・ティ・ドコモ（本社：東京都千代田区、代表取締役社長：

山田 隆持、以下 NTT ドコモ）、株式会社エヌ・ティ・ティ・データ（本社：東京都江東区、代表取

締役社長：山下 徹、以下 NTT データ）、エヌ・ティ・ティ・コミュニケーションズ株式会社（本社：

東京都千代田区、代表取締役社長：和才 博美、以下 NTT Com）が保有する株式会社データネット

ワークセンター（本社：東京都渋谷区、代表取締役社長：石川 俊之、以下 DNCC）の全株式の取得

を決定しましたので、お知らせします。 

スカパーJSAT は、現在、DNCC 株式の 61,200 株（発行済株式総数の 51.0%）を保有しております

が、今回、NTT 東日本、NTT ドコモ、NTT データ、NTT Com が保有する全株式 58,800 株（発行済株

式総数の 49.0%）を取得し、DNCC を完全子会社化します。 

 

記 

 

1. 株式取得の理由 

スカパーJSAT は、有料多チャンネル放送サービス「スカパー！」の普及とお客様（視聴者様）

とのコミュニケーション強化を図るため、DNCC を完全子会社化します。完全子会社後は、ご加入

いただいているお客様のニーズに対応した情報提供の充実のみならず、2社一体により加入獲得機

能を強化してまいります。 

 

2. 株式会社データネットワークセンターの概要 （2010 年 2 月末現在） 

(1) 商号：株式会社データネットワークセンター 

 （英文表記：Data Network Center Corporation.） 

(2) 代表者：代表取締役社長 石川 俊之 

(3) 所在地：東京都渋谷区円山町 3番 6号 

(4) 設立年月日：1999 年 12 月 22 日 

(5) 主な事業内容：多チャンネル放送サービスの顧客管理業務 

(6) 決算期：3月 

(7) 従業員数：111 名 

(8) 資本金：100 百万円 
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(9) 発行済株式総数：120,000 株 

(10) 株式構成及び所有割合：スカパーJSAT（51.0%）、NTT 東日本（34.0%）、NTT ドコモ（5.0%）、 

      NTT データ（5.0%）、NTT Com（5.0%）。 

(11) 最近事業年度における業績の動向 

 2008 年 3 月期 2009 年 3 月期 

売 上 17,338 百万円 17,736 百万円 

営 業 利 益 510 百万円 149 百万円 

経 常 利 益 514 百万円 152 百万円 

当 期 利 益 307 百万円 △29 百万円 

総 資 産 11,844 百万円 11,506 百万円 

純 資 産 5,721 百万円 5,691 百万円 

 

3. 取得株式の状況 

NTT 東日本より 40,800 株（発行済株式総数の 34.0%）、NTT ドコモより 6,000 株（発行済株式

総数の 5.0%）、NTT データより 6,000 株（発行済株式総数の 5.0%）、NTT Com より 6,000 株（発

行済株式総数の 5.0%）を取得。 

 

4. 取得株式数、取得価額及び取得前後の所有株式の状況 

(1)異動前の所有株式数 61,200 株（議決権の数 61,200 株、所有割合 51％） 

(2)取 得 株 式 数 58,800 株（議決権の数 58,800 株、取得価額 2,940 百万円） 

(3)異動後の所有株式数  120,000 株（議決権の数 120,000 株、所有割合 100％） 

 

5．今後の日程 

2010 年 4 月 1 日（予定）    株式譲渡契約締結日 

同日（4月 1日）（予定）      株式譲渡実行日 

 

 

6．今後の見通し 

本件による 2010 年 3 月期連結業績に与える影響は軽微です。 

 

 

 

 

     

 
 


